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Ⅰ．はじめに
　海洋環境の保護は，全人類にとっての重要な喫緊の課題となっている。世界
の海洋は，地球の酸素の70％を創出し，80％の植物と72％の動物に住処を提供
する。そして，95％の水が存在するのが母なる海なのである。言うなれば，海
洋は地球の肺であり，これらの事実に鑑みれば，地球と呼ぶよりも海球と呼ぶ
方がこの惑星にはふさわしい。現在では，この海洋の利用は極めて多岐にわた
る。伝統的にそうであったように，漁業や海運の交通路として用いられるばか
りでなく，最近では，石油や天然ガスといった非生物資源の開発も海洋で盛ん
に行われるようになってきた。この数十年間で，海洋の利用についての技術能
力が著しく向上した結果，深海底を含む新たな海域での活動が可能となったの
である。そして，それにより，新たな資源が発見され，開発されるようになっ
た。そのため，海洋は，気候変動や汚染といった環境への直接的な影響だけで
なく，増大する経済・開発活動による影響をも受ける。その結果，海洋の特定
の資源が持続不可能となったり，あるいは，開発過多となったりする危険性が
高まっている。また，海洋環境に対する悪影響により，海洋における生物多様
性が失われ，汚染が増加し，動植物の生息・生育地が減少する。そこで，地球
環境のための海洋環境の保全・保護が必要とされるのである。
　他方で，このような海洋の利用の多様化は，人々の利益の対立をより頻繁に
もたらすようになった。例えば，洋上での採掘を行った場合，船舶の航行は阻
害され得る。海洋を利用する頻度が高まれば高まるほど，海洋の利用が互いに
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対立する頻度も高まり，海洋環境に有害なものとなり得る。そこで，海球をよ
り機能的に利用し，持続可能なものにするためには，人々の多様な活動と海洋
環境の保全・保護とのバランスをとった海洋のガバナンス・管理が必要とされ
るのである。このような海洋のガバナンス・管理を実施していく上では，生態
学的に価値のある区域を特定することが有用である。この特定作業は，管理計
画や海洋ゾーニングに基づく，空間管理手段を用いることによってのみ実現す
ることが可能となる。というのも，上述のバランスを衡る上では，分野横断的
な管理，及び海洋での活動・利用の影響評価を提供する区域別の管理が必要と
されるからである。今後，海洋資源の開発がより頻繁に行われていくようにな
ることに鑑みれば，このような空間管理の研究の重要性については論を俟たな
い。
Ⅱ．海洋空間計画（Marine Spatial Planning, MSP）とは
（ 1）　MSPの歴史的沿革
　海洋環境への多様な負担及び環境の多様な使用の累積的な影響により，海洋
のガバナンス・管理は新たなアプローチ，すなわち，空間管理のアプローチが
必要とされている。海洋環境の保護に焦点をあてれば，経済発展と予防をも含
む形での環境保全とのバランスを強調する海洋空間計画・管理システムは，世
界全体の福祉といった観点からもその必要性が強調される。歴史的に見れば，
このような環境への問題・課題は，1972年のストックホルム会議において提起
された。環境については，このストックホルム会議を契機に盛んに国際社会で
議論されるようになったのである。その後，海洋環境については，1982年の国
連海洋法条約（UNCLOS）において多数の規則が法的に形式化され，1995年の
公海漁業実施協定では，さらに詳細に規定されることとなった。条約のように
法的拘束力を有するものではないが，1992年の「環境と開発に関する国際連合
会議（UNCED）」のアジェンダ21においても海洋環境を保護することの重要
性は指摘され，2012年の「ヨハネスブルグ実施計画（Johannesburg Plan of 
Implementation）」では，いかに環境を具体的に保護していくのかが確認され
た。これらの国際的な条約・文書を通じ，環境管理原則，特に「生態系に基づ
く管理（EBM, Ecosystem based Management）原則」が確立し，その履行が
求められようになっている。統合的な海洋のガバナンス・管理は，EBM，統
合的沿岸域管理（ICZM, Integrated Coastal Zone Management），ゾーニング，海
持続可能な海洋ガバナンスのための海洋空間計画　　53
洋管理計画，といった多数の管理原則・管理手法を含むものとなっている（1）。
　このように，海洋自然それ自体の保全，とりわけ，海洋保護区（MPA, 
Marine Protected Areas）の設置の延長線上に，海洋空間計画（MSP）は位置
づけられる。MSPにおいては，ゾーニングの実施がまず初めに求められ，そ
して，このゾーニングを最初に大規模に実施したのが，後述するオーストラリ
アのグレートバリアリーフ海洋公園（GBRMP）である。現行国際法において
は，MPAに焦点をあてる形で議論が展開されているものの（2），海洋の保全を
はかるうえでは，MPAだけでは不十分であり，履行のための区域別の管理シ
ステムが要求される。この点，EUは，2008年の海洋戦略枠組指令（MSFD, 
Marine Strategy Framework Directive）において，2020年までに欧州の海洋環
境をより良くするために，各国においてMSPを策定することを奨励してい
る（3）。また，MSPの策定にあたっては，EBM原則を援用することを要求して
いる。EUの2007年の統合管理政策において，MSPは海洋及び沿岸区域の持続
可能な発展のための基本的な道具であり，かつ，あらゆる海洋の部門における
統合的な意思決定を支援する手段とされている（4）。
（ 2）　MSPの内容
　MSPの具体的な内容，すなわち，どのような空間計画を策定するかについ
ては各国が裁量を有するとはいえ，実際に策定されるMSPには，持続可能な
（ 1）　海洋ガバナンスという概念は多義的であるが，その整理については，Y. 
Takei, “A Sketch of the Concept of Ocean Governance and its Relationship with 
the Law of the Sea”, in C. Ryngaert, E. J. Molenaar and S. Nouwen （eds.）, 
What’s Wrong with International Law, （2015）, pp. 48─62;瀬田真『海洋ガバナ
ンスの国際法：普遍的管轄権を手掛かりとして』（三省堂，2016年）21─24頁
参照。
（ 2）　例えば，「国家管轄圏外の区域における海洋生物多様性の保全及び持続可
能な利用」についての新条約を締結するとした国連総会決議69/292も，
MPAについて明示的に言及する一方で，MSPについては黙したままである。
（ 3）　MSPは，一般的には ”Marine Spatial Planning”の略称であることが多い
が，EUでは， ”Maritime Spatial Planning”の用語が同義で用いられている。
（ 4）　EUのMSP政策については，N. Soininen, “Marine Spatial Planning in the 
European Union”, in D. Hassan, T. Koukkanen and N. Soininen （eds.）, 
Transboundary Marne Spatial Planning and International Law, （2015）, pp. 189─
201; E. M. D. Santo, “Environmental Justice Implications of Maritime Spatial 
Planning in the European Union”, Marine Policy, Vol. 35 （2011）, pp. 34─38 参照。
54　　比較法学 49巻 3号
海洋開発に資するという，一定程度の共通項が確認される。したがって，
MSPは海洋生態系の保護を通じて，複数の目的に沿岸及び海洋の生物・資源
の使用を国内・地域レベルで維持・管理するための統合的かつ持続可能なアプ
ローチの一つと言える。また，他の観点からみれば，MSPは，統合的・適応
的・戦略的・区域別・参加型の手段を含み，生態学的・経済的・社会的目的を
達成するために，海洋における人間の活動の空間及び時間的な振り分けを分
析・配分する公的な手続きである。それ故，MSPを用いることで，海洋環境
の高度な保護と広範な人間活動の許容とを調和し，同時に実現することが可能
となるのである。このように説明されるMSPは，「国連持続可能な開発会議
（リオ＋20）」において国際連合教育科学文化機関（UNESCO）が発表した
「健全な海，健全な人々」という考え方（5），さらには，「人類の繁栄のための健
康な海」という国連事務総長が掲げる海洋コンパクトと軌を一にするものと言
えよう（6）。
　その実体的な内容に着目すれば，MSPは，戦略的かつ予防的なアプローチ
を提供し，生態学的アプローチを支援し，環境的に敏感な区域を創設し，生物
多様性に寄与する機会を提供し，そして，管理措置を評価することで，多様な
経済社会的・環境的・生態学的，そして行政的な利点を海洋管理の問題を解決
するために提供する。それ故，MSPは国内・地域・グローバルな制度の調和
のとれたネットワークに力点を置くのである。地理的範囲について言えば，
MSPは，内水及び領海に適用されるだけでなく，排他的経済水域（EEZ）に
も拡張され得る。MSPは，これらの水域における公的接近権・沿岸権・漁業
権といった一定の権利を持続可能な方法で認めるものである。
　MSPはまた，EBM原則と深い結びつきを有する。オスパール（OSPAR）
委員会及びヘルシンキ委員会（HELCOM）によれば，生態系アプローチは次
のように定義される。すなわち，「生態系の統合の維持についての財及びサー
ビスの持続可能な利用を達成することにより，海洋生態系の健康にとって致命
的な影響となる行為を特定し，それに対応するために，生態系及びその動態性
（ 5）　UNESCO, Healthy Ocean, Healthy People, available at 〈http://unesdoc.
unesco.org/images/0021/002166/216651e.pdf〉 （last visited 27th Dec. 2015）.
（ 6）　Secretary─General of the United Nations, The Oceans Compact: Healthy 
Oceans for Prosperity, available at 〈http://www.un.org/Depts/los/ocean_
compact/SGs％20OCEAN％20COMPACT％202012─EN─low％20res.pdf〉 （last 
visited 27th Dec. 2015）.
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についての利用可能な最善の知見に基づく，包括的に統合された人間の活動の
管理」とである（7）。この定義に鑑みれば，生態系アプローチは，単に保全・予
防を強調するだけでなく，経済的発展と海洋環境の保全とのバランスを強調す
るのである。さらに，同アプローチは，生物多様性及び生態系サービスを評価
する重要な枠組みを提供する。
　加えて，MSPは海洋ゾーニングとも密接な結びつきを有する。ゾーニング
は目的別に行われるものであり，海洋の利用と多様な商業的及び娯楽的活動か
ら経済的及び社会的利益を得ることとの潜在的な対立を縮減するだけでなく，
両者を分断することで，健全な海洋生態系の達成の実現に資するものである。
それ故，特定の対象及び目的に関する管理計画を実施する上で，ゾーニングは
不可欠なものと言える。このように，MSPを実施するための重要な道具であ
るゾーニングは，いかなる場所に，人間の特定の活動が許容されるのか否かを
決定するための空間計画の基礎を提供するものである。海洋環境における食
物，動物，及び彼らの住居を保護することによって，広範な生態系アプローチ
を実現するための道具となっている。
　このように，多様な内容を含むMSPであるが，バランスプロジェクト
（Balance Project）の報告書によれば，MSPは一般的に以下の四つのゾーンの
分類に基づいて策定・実施される（8）。
　（ⅰ）　 一般的使用ゾーン：法律の許すかつ，環境影響評価といった一定の条
件を満たす範囲であらゆる活動が許容されるゾーン
　（ⅱ）　 目標別管理ゾーン：活動及び使用が制限された区域。制限されたゾー
ンでは，重複的な活動及び使用が生じ得る。
　（ⅲ）　 排他的使用ゾーン：海洋文化設備 （aquaculture facilities），ガスのパイ
プライン，再生可能なエネルギーといった特定の活動のみ， ゾーンの目
的と一致する範囲で行われ得る。単一の使用のみに用いられるゾーン
（ 7）　The OSPAR Commission and the Helsinki Commission, “Towards an 
Ecosystem Approach to the Management of Human Activities”, available at 
〈http://www.ospar.org/site/assets/files/1232/jmm_annex05_ecosystem_
approach_statement.pdf〉 （last visited 27th Dec. 2015）.
（ 8）　四つの区域の詳細については，BALANCE Project, Towards Marine Spatial 
Planning in the Baltic Sea: Technical Summary Report 4, pp. 48─50, available at 
〈http://balance─eu.org/xpdf/balance─technical─summary─report─no─4─4.
pdf〉 （last visited 27th Dec. 2015）参照。
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　（ⅳ）　 アクセス制限ゾーン：基本的に単一の使用に供するために，特定の区
域及び事項（独特の生態的居住，軍事的使用）の適切な保護のために
アクセスが高度に制限されるゾーン
（ 3）　MSPと国際法
　MSPについては，国際法レジームによる規律も及ぶところである。
UNCLOSは，曖昧な点が相当程度残っているとはいえ，持続可能かつ統合的
な方法で海洋環境を実効的に管理する上での重要な役割を果たしている。例え
ば，同条約第61─67条は主として EEZにおける海洋生物資源の管理について規
定している。その一方で，第73条に規定される形で沿岸国が自国の法令を実際
に執行することは困難である。というのも，法令の執行に際しては，旗国と沿
岸国という，二またはそれ以上の国家間での資源についての紛争となるからで
ある。公海については，第118条及び120条が海洋哺乳類を含む生物資源の保全
を規定している。また，第150条 bは資源の合理的な管理を規定し，123条は閉
鎖及び半閉鎖海について，そして，第192─194・206─208・211・212条は，それ
ぞれ海洋環境を保護する権利及び義務について規定している。さらに，266・
267・277条は，海洋技術及び技術センター（technology centres）の発明及び
移転について，第14部として規定している。このように，環境を保護するため
の権利，あるいは義務について UNCLOSは多様な規定を設けているものの，
MSPの中核たる持続可能かつ統合的な管理に関する具体的な義務は存在しない。
　UNCLOSの採択より10年以上の後に起草された1995年の公海漁業実施協定
は，その第 2条において，ストラドリング魚種と高度回遊性魚種の長期にわた
る保存及び持続可能な利用を同協定の目的として位置づける。そして，この目
的を達成するために，第 6条において予防的アプローチを詳細に規定してい
る。このように，環境保護という側面からすれば，UNCLOSと公海漁業実施
協定との間には一定程度の法の発展が確認されるものの，同協定が漁業にのみ
焦点をあてていることもあり，MSPのための法が実質的に発展を遂げている
わけではない。つまるところ，UNCLOSや公海漁業実施協定はMSPの法的基
礎を提供するものではなく，そのような基礎は現行制度においては欠缺してい
る状態にあると言わざるを得ない（9）。
（ 9）　UNCLOS及び公海漁業実施協定とMSPとの関係については，D. Hassan 
and N. Soininen, “United Nations Convention on the Law of the Sea as a 
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　このように，国際法上の根拠は脆弱であるものの，このMSPは，国家及び
地域レベルにおいて政策として発展してきている。実際，MSPは多数の先進
的な海洋国家において，法的及び制度的に整理される形で展開している。世界
の多数の海洋国家がMSPの開発に積極的であり，その中のいくつかは，自国
水域のあらゆる部分にMSPを導入し，さらに発展させる措置を講じている。
これらの措置はそれぞれ類似の手続きを通じて行われているが，MSPの力点
は，同計画を設ける国家ごと異なる。その一方で，各国がMSPを行うのは，
統合的かつ持続可能な方法での脆弱な海洋生態系の保護及び海洋経済を高める
ためという点において共通項が見られることは，先述した通りである。現在，
少なくとも，四つの大陸を含む，豪州，英国，ドイツ，オランダ，ノルウェ
ー，スペイン，ポルトガル，米国，カナダ，台湾，中国が実際にMSPを講じ
ており，MSPはグローバルに展開しているものと位置づけることができ
る（10）。
Ⅲ．各国におけるMSPの実行
（ 1）　オーストラリアの実行（11）
　では，各国は実際どのようにMSPを行っているのであろうか。日本の近隣
諸国を中心に具体例を検討する。先述したように，MSPの初期事例として名
高いのが，オーストラリアにおけるMSPである。1998年オーストラリアの海
Framework for Marine Spatial Planning”, in D. Hassan, T. Koukkanen and N. 
Soininen （eds.）, Transboundary Marne Spatial Planning and International Law, 
（2015）, pp. 60─84 参照。
（10）　近年の各国のMSP政策について概観したものとして，S. Jay and others, 
“International Progress in Marine Spatial Planning”, Ocean Yearbook, Vol. 27 
（2013）, pp. 171─212.
（11）　オーストラリアの実行については，J. Vince, “Oceans Governance and 
Marine Spatial Planning in Australia”, Australian Journal of Maritime and Ocean 
Affairs, Vol. 6, No. 1 （2014）, pp. 5─17 参照。特に GBRMPについて考察した
ものとして，D. Hassan, “The Great Barrier Reef: Maritime Spatial Planning”, 
Environmental Policy and Law, Vol. 43, No. 4─5 （2013）, pp. 259─269; J. C. Day, 
“Marine Spatial Planning: One of the Fundamental Tools to Help Achieve 
Effective Marine Conservation in the Great Barrier Reef”, in D. Hassan, T. 
Koukkanen and N. Soininen （eds.）, Transboundary Marne Spatial Planning and 
International Law, （2015）, pp. 103─131.
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洋政策は，低潮線から 3 ─200海里に及ぶ連邦水域（commonwealth waters）に
おけるMSPの枠組みを提供している。同政策は，地域的海洋計画（RMPs, 
Regional Marine Plans）を通じて，EBM原則に基づく，部門・管轄権の十全
な統合を達成することを包括的な目標としていた。ただし，この RMPsは，
翌年の1999年に制定された「環境保護及び生物多様性保全法」によって，海洋
生物地域計画（MBPs, Marine Bioregional Plans）に置き換えられることとな
る。この改正により，オーストラリアのMSPについては，環境省がより強力
な権限を有するようになったのである。
　オーストラリアの実行の中で，最も有名なのが GBRMPである。GBRMP
は，34万4,400平方キロメートルに及び，世界中で最も大きく，豊かで多様な海
洋生態系の一つといわれている。岩礁の長さは，クイーンズランド東岸の 3分
の 2に沿って2,300kmに及び，世界のサンゴ礁区域の10％に及ぶ。オーストラ
リアは，毎年数十億ドルをこの GBRMPにおける採掘，観光，商業及び娯楽
目的の漁業，海洋活動に費やしている。その結果，50,000以上の雇用を創出し
ている。GBRMPのMSPにとって，1975年の GBRMP法の制定は重要な節目
と言える。というのも，同法は，GBMP地域の海洋及び沿岸資源を統合的か
つ持続可能な形で保護・管理するための強固な法的基礎を提供しているからで
ある。多様な計画及び政策指針が，GBRMP法によって設立された GBRMP管
理局により作成されている。また，GBRMP法以外で GBRMPの管理を規定す
る重要な文書としては，オーストラリア連邦政府とクイーンズランド州政府と
の2009年政府間協定，2006年の GBRMP法の改正，さらには，GBRMP法に基
づき策定された2009年展望報告書が挙げられる。これらの文書によって，
GBRMP法が制度設計したように，グレートバリアリーフにおける生態系を保
全するために，EBM原則を中心とするMSPのための重要な管理原則が適用
されることになっているのである。
（ 2）　中国の実行（12）
　中国においては，MSPと類似のものとして，海洋機能ゾーン（MFZ, 
（12）　中国の実行については，Q. Fang, R. Zhang, L. Zhang and H. Hong, “Marine 
Functional Zoning in China: Experience and Prospects”, Coastal Management, 
Vol. 39 （2011）, pp. 656─667; W. H. Lu, J. Lu, X. Q. Xian, W. L. Song and A. 
Mcilgorm, “A Comparison of Marine Spatial Planning Approaches in China: 
Marine Functional Zoning and the Marine Ecological Red Line”, Marine Policy, 
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Maritime Functional Zone）が設定されている。MFZは，国家海洋局（SOA, 
State Oceanic Administration）のもと，1980年代後半より実施されている。海
洋区域を管理するために，SOAが1997年より国内法の制定に着手する一方で，
国家技術監督局は同年にMFZのための技術ガイドラインを公表した。現行の
同ガイドラインは2006年に改訂されたものである。また，2002年には，中国海
域使用法が施行され，MFZは SOAが主導することとなった。SOAはMFZを
実施するために，2007年にMFZ規則を採択した。さらに2012年には，新海洋
機能ゾーニングスキーム（2011─2020）が国務院（State Council）によって承
認された（13）。同スキームにおいては，広範な情報収集，集中的な研究および
海洋関連産業との諮問，（ 8種類の）機能的ゾーンの指定及び（特に沿岸地方
による）個々のゾーニングの分類の調整が行われることとなっており，これら
は，海洋ガバナンス・管理の統合的政策を創設するものであると評価できよ
う。
　新海洋機能ゾーニングスキームに基づくMFZの実施は，他の関連省庁・地
方公共団体と協議したうえで，主として SOAによって行われる。また，この
ゾーニングスキームは合理的な発展及び持続可能な海洋利用をその目的とし，
中国の海洋ガバナンス・管理の法的基礎を提供するものである。あらゆる国家
的・地方の海洋開発計画は同スキームに基づかなければならないことに鑑みれ
ば，同スキームは，海洋全体及び沿岸域における海洋利用が互いに対立した場
合の解決指針になるものと高く評価することができる。他方で，同ゾーニング
スキームに基づきMFZを実施する際には，以下の四つの欠如から直面する課
題も想定される。四つの欠如とは，第一に，ゾーニングスキームの追跡・評
価・監視の欠如。第二に，支援規則の欠如。第三に，ゾーニングにおける設計
基準の欠如。第四に，ゾーニングにおける自然環境システム，社会経済的配
慮，及び海洋経済の統合の欠如である。MFZの実施においては，いかにゾー
ニングを行うかが肝要であることに鑑みれば，第三の設計基準の欠如はとりわ
け大きな問題である。そして，これらの欠如が確認されることから，中国の
MFZの制度が，その目的とする海洋環境を持続可能な形で保護することが，
どこまで達成できるかについては疑問も残る。
Vol. 62 （2015）, pp. 94─101 参照。
（13）　同スキームを邦訳したものとして，海洋政策財団「中国・全国海洋機能区
画（2011～2020年）」『平成24年度総合的海洋政策の策定と推進に関する調査
研究：各国および国際社会の海洋政策の動向』（2013年）221─250頁。
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（ 3）　台湾の実行（14）
　台湾も海洋国家としてMSPを肯定的にとらえ，この道具を自国海域のあら
ゆる部分で導入するための手続きをとっている。台湾はまず，「持続可能な発
展に関する国家委員会（the National Council for Sustainable Development）」を
1997年に設立している。そして，同委員会が策定する「持続可能な発展（SD）
アクションプラン」は，環境システムアプローチに基づき，MSPを強調して
いる。しかしながら，台湾においてもMSPは容易に導入されたわけではな
い。沿岸法草案など，MSPを導入する複数の試みは，台湾議会において，
1997年，2000年，2002年，2008年と度々否定されてきた。台湾におけるMSPの
導入は，2009年に，多様な海洋利用のための競争に鑑み，台湾内政部により創
設された計画機関のもと，地域計画の策定が見直された際に行われた。同見直
しにおいて，地域計画を策定する際には，海洋及び沿岸区域を含むこと，国土
計画策定法（National Land Planning Act）における海洋資源を含むこと，内政
部がMSPについて責任を負うことが決定されたのである。
　また，台湾は2012年に行政院（the Executive Yuan）を改革した。その後，
2014年の海洋問題委員会（Ocean Affairs Council）の設立を通じて，海洋問題
へ取り組むことを再確認した。そして，取り組む際には，複数の部門及び海洋
管理への空間的に特定されるアプローチが採用され，ゾーニングスキームは次
の二つに分類された。すなわち，（ 1）中国のMFZに近いアプローチたる特
定利用スキームと，（ 2）試験的ゾーニングスキームとである。（ 2）のスキー
ムにおいて，海洋はさらに，一般，保全優先，排他的，制限的の四つの区域に
分類される。現在，保全に焦点をあてた保全優先区域の海洋面積は小さいもの
の，MPAの指定については，既に領海の10％に到達している。ただし，これ
でも政府機関の貢献としては依然として不十分である。また，台湾において
は，漁業利用と軍事利用との間での深刻な対立が存在する。そのため，MPA
のゾーニングを行う際，漁業従事者を関与させることが必要である。海洋問題
委員会及び内政部は，MSPの目的を達成するために，海洋利用者，特に漁業
従事者のための合理的な空間制度を構築すべきと言えよう。
（14）　台湾の実行については，M. T. Lee, C. C. Wu, C. H. Ho and W. H. Liu, 
“Towards Marine Spatial Planning in Southern Taiwan”, Sustainability, Vol. 6 
（2014）, pp. 8466─8484; W. H. Liu, C. C. Wu, H. T. Jhan and C. H. Ho, “The Role 
of Local Government in Marine Spatial Planning and Management in Taiwan”, 
Marine Policy, Vol. 35 （2011）, pp. 105─115 参照。
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Ⅳ．日本におけるMSPの導入に向けて
（ 1）　海洋国家としての日本
　最後に，日本におけるMSPについて考察する。周知の通り，日本は四面を
海に囲まれており，北太平洋及び近隣海域における五つの主要な島，6,847の小
さな島からなる国家である。日本の沿岸部は35,000kmに及び，その人口のお
およそ半分が沿岸部に居住している。その領土自体はそこまで大きくはない
が，最も広大な EEZ及び大陸棚を有する国家の一つである。歴史的には，海
によって守られた国であったが，2013年の海洋基本計画においては，日本は海
を守る国を志向することが規定されている（15）。そしてそのために，日本は海
洋ガバナンス・管理を実現する包括的管理システムを必要としているのである。
　また，日本は海洋研究及び開発において長い伝統を有し，漁業を中心とした
強い海事産業を有する国家である。そして，海洋空間を管理するための 8つの
分野に及ぶ多様な具体的な措置を日本は講じており，さらに，海洋に関する法
制度を構築してきた。1956年海岸法は，沿岸区域を災害から守るために制定さ
れ（その後，2004年にあらゆる沿岸域に適用されるように改正された），1950年
の港湾法は，港の建設及び維持を目的に制定された（2006年に環境保全のため
に改正された）。また，日本は近隣諸国と協働することに対しても積極的であ
る。2003年には東アジア海域の持続可能な開発戦略が採択され，2006年には，
東アジア海域における持続可能な開発の実施に関する海口パートナシップの合
意が採択された。加えて，日本は UNEPの地域海行動計画の一つである「北
太平洋地域における海洋及び沿岸の環境保全・管理・開発のための行動計画
（NOWPAP）」を支援し，自前の事務局を有する東アジア海域環境管理パート
ナーシップ（PEMSEA）にも参加している。
（ 2）　海洋基本法制度とMSP
　日本におけるMSPを模索する上では，2007年の海洋基本法が中心的な役割
を果たすことが期待される。同法は，海洋問題を扱う基本フレームワークを設
立するもので，総則（第 1 ─15条），海洋基本計画（第16条），基本的施策（第
（15）　『海洋基本計画』（2013年 4月）， available at 〈http://www.kantei.go.jp/jp/
singi/kaiyou/kihonkeikaku/130426kihonkeikaku.pdf〉 （last visited 27th Dec. 
2015）.
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17─28条），総合海洋政策本部長（総理）によって率いられる総合海洋政策本部
（第29─38条）の四つの章からなる。第一章の各条を詳細に見ると，海洋の開発
及び利用と海洋環境の保全との調和（ 2条），海洋の安全の確保（ 3条），海洋
に関する科学的知見の充実（ 4条），海洋産業の健全な発展（ 5条），海洋（の
ガバナンス・管理）に関する国際的協調（ 7条），国・地方公共団体・事業
者・国民の責務（ 8条─11条），関係者相互の連携及び協力（12条），海洋の総
合的管理（ 6条）といったことがそれぞれ規定されている。
　海洋基本法の第二章及び第三章は，以下のことを規定している。まず，第16
条において「政府は…海洋に関する基本的な計画（以下「海洋基本計画」とす
る。）を定めなければなら」ず，また，「その円滑な実施に必要な措置を講ずる
よう努めなければならない」。そして，基本的施策として具体的に，海洋資源
の開発及び利用の推進（17条），海洋環境の保全等（18条），排他的経済水域等
の開発等の推進（19条），海上輸送及び海上の安全の確保（20・21条），海洋調
査の推進（22条），海洋科学技術に関する研究開発の推進等（23条），海洋産業
の振興及び国際競争力の強化（24条），沿岸域の総合的管理（25条），離島の保
全等（26条），国際的な連携の確保及び国際協力の推進（27条），海洋に関する
国民の理解の増進等（28条）を挙げる。
　また，海洋基本法に基づき，現在及び将来海が直面する課題を解決するた
め，かつ日本の成長戦略を促進するために，海洋基本計画が2008年に採択さ
れ，2013年に改定された。この海洋基本計画には見るべき点が多数存在する。
例えば，ICZMを推進するに際しては，多様なステークホルダーが関与し，陸
域と一体に行わなければならないことが指摘されている。また，エネルギー及
び鉱物を含む海洋資源の開発及び利用，さらには，漁業資源の開発並びに利用
及び生物多様性の保全（COB）を促進するといったように，開発と環境のバ
ランスへの配慮が為されている。これらを実現することにより，持続可能な海
洋ガバナンスの基礎が構築されることが期待されるのである。
　この，海洋基本法及び海洋基本計画によって，MSPに通ずる政策を日本は
一定程度実現していると言えよう。海の日は，基本法第13条に基づき，国民の
間に広く海洋についての理解と関心を深めるために設定され，また，第29条に
基づき設置された総合海洋政策本部は実際に機能し始めている。さらに，アジ
ア太平洋地域における海洋環境開発・管理について，日本は海洋国家として貢
献していると高く評価されてしかるべきである。具体的には，沿岸区域におけ
る海洋汚染の管理，放射能の監視，そして，海事分野における温室効果ガス排
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出の減少のための努力が行われている。これらの努力により，日本は，海洋環
境部門における自らの責務を一定程度果たしていると言えよう。しかしながら，
国際法レジームの下での統合的かつ持続可能な方法での海洋のガバナンス・管
理について，日本が効果的な貢献を果たせているかに関しては疑問も残る。
　2012年のヨハネスブルグサミットにおいて，国内レベルでの統合的・学際的
かつ部門横断的な海洋及び沿岸の管理が強調された。また，ICZMを実施する
際には，管理機関及び海事部門を越えた統合が強調される。つまり，MSPは，
多様な海事活動への海洋空間の効率的な配分をするためのものであることか
ら，同計画は，ICZMの実効的な実施のための常用な道具であると評価され
る。換言すれば，MSPは ICZMと密接に連結するものである。そうであるに
もかかわらず，ICZMを推進する際にも，MSPそれ自体についての言及を欠
く日本の現行法制度は，海洋管理のための統合性及び包括性を強調する観点か
らは不十分なものであると言わざるを得ず，革新的なアプローチの創設への貢
献を期待することは難しい。そのため，国家予算の許す範囲で日本政府は，
MSPを実現するために必要な措置を講じる努力をする必要があろう。重度に
保全志向的な努力は，MSPへの全体的なアプローチを創造することはない。
日本においては，MSPの導入のための真剣な議論が存在しないのである。
Ⅴ．結論
　MSPは災害を防止するための対策としても非常に有用であり，また，技術
的・政治的な道具としてのMSPは，持続可能な方法で海洋経済を高めること
に貢献する。米国の事例を見ると，マサチューセッツやオレゴンにおいて，洋
上の再生エネルギーを開発する敷地を確保するための道具としてMSPが利用
されている。米国の国立海洋保護プログラムは，自然資源の保護から，保護区
の多角的な利用へと向かっている。これは，メキシコ湾の石油流出事故を契機
に，EBM原則に基づく形で，MSPの利用を含む新しい海洋政策を策定するこ
とを米国政府が要求されるようになった帰結である。
　福島原子力発電所の事故が，甚大な被害をもたらしたことは言うまでもな
い。そのことが影響し，洋上風力発電の建設は，再生可能エネルギーとして，
日本における新エネルギー政策の柱の一つとされている。もし日本が洋上風力
発電産業を優先して活性化するのであれば，海洋のガバナンス・管理におい
て，MSPを策定することを日本は真摯に検討する必要があろう。そして，
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MSPを導入する際には，多層の管理フレームワーク，ステークホルダーの参
加，共同体の貢献，適応的管理のための海洋情報の統合及び共有化が重要であ
る。持続可能な海洋のガバナンス・管理のために，法に基づいたMSPの必要
性が増大する今日，主導的海洋国家として，日本はその国民，そして東南アジ
ア地域の海の福利のためにも，MSPを導入すべきなのである（16）。
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